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郡山市地域開発事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 平成7年2月7日

5 土地区画整理事業事 業 の 種 類

徳定　(郡山市田村町地区)

-

団 体 名 ： 福島県郡山市

事 業 名 ：

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 -

-

県中都市計画事業徳定土地区画整理事業

0

徳定　(郡山市田村町地区)

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

43,794

施 工 地 区 名

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（令和１１年度までに造
成 ）
（令和１２年度までに売
却 ）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ）

28,657.57

ア 総 事 業 費 14,252,637,000

1,128,000,000

0

25,757.00

イ 総 面 積 497,342.88

発 行 額 累 計
元 利 金 債 発 行 状 況
（平成○年度までに償
還 ）

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 元 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

エ 売 却 予 定 代 金
*2

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

0

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

7.91

ア 売 却 代 金

イ 売 却 面 積



（３） 現在の経営状況

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２）

7.91％

- 千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
- 千円 - 千円

- 千円

- 千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

- 千円

7.91％7.91％
事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

土地造成・処分の見通し

　令和3年1月における「福島県内経済情勢報告」(財務省東北財務局福島財務事務所)によると、新型コロナウイルス感染症の影
響により、経済は厳しい状況にあるものの、衛生関連用品などの販売額が前年を上回っており、またテレワークや外出自粛による
在宅時間が増えたことによりテレビや調理家電が売れ行きを伸ばし、また感染症対策として加湿器なども好調に推移し、個人消費
は緩やかに持ち直している。また、機械の海外向け需要に動きが見られるなど生産活動に回復の傾向が見られる一方、雇用情勢
は求人倍率が下げ止まりの動きが見られ、感染症拡大による影響が懸念される。法人企業景気予測による企業景況は、下降幅
が縮小する見通しとなっている。

- 千円

28千円

- 千円

3,215,958 千円

24.3％

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

一般会計からの繰入金に頼る部分が大きく、自主財源を総事業費で除した事業費回収率が低い数値となっており、保留地処分も
計画の約半分程度しか売却が進んでいない。今後、積極的に保留地処分を行うことにより、事業費回収率の上昇が見込まれる。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
1.8％ 3.1％

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来するもの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

27千円 28千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

2,525,569 千円 2,917,126 千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
- 千円 - 千円

- 千円 - 千円

　令和元年10月の台風19号被害からの住宅修繕等の影響で住宅投資については前年を上回る増益をあげており、新設住宅着工
戸数でみると、貸家が前年を下回っているものの、持家、分譲が前年を上回っていることから、全体としては、前年を上回ってい
る。また、市内で新たな工業団地が完成し、企業誘致も順調に進んでいることから、宅地に対する需要が高い状況が続くと見込ま
れる。



（３）

３．経営の基本方針

売却面積（㎡） 766 2,040 3,347 1,552 4,997

造成面積（㎡） 34,001 29,233 27,299 24,946 29,780

処分実績・計画

施 工 地 区 名

項　　　　目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

造成実績・計画

12,483

　郡山市まちづくり基本指針「あすまちこおりやま」で定めている将来人口展望は減少傾向にあるが、減少率を抑えるために出生
率・社会移動率の改善が必要となる。その改善の基礎となる生産人口の市内定住を促進し、定住に必要な住宅用地の造成が必
要である。住宅用地である保留地の早期販売を行うことで、自主財源が確保でき、土地区画整理事業のさらなる進捗及び早期完
了による経費削減が可能となる。

造成面積（㎡） 25,611 24,453 21,398 25,883 37,493 280,097

処分実績・計画

　直近10年間で本市で実施している土地区画整理事業は減少傾向にあり、職員数は3名減少している。現在、市施行4地区につい
ても、今後計画の10年以内に換地処分を予定している地区が1地区あり、また新規事業が立ち上がる予定はないことから、職員数
はさらに減少していくことが見込まれる。その中で、必要なノウハウの継承ができるよう課内の情報共有及びデータのシステム化を
推進する。

組織の見通し

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

24,419 22,379 19,032 17,480

項　　　　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

造成実績・計画

土地売却収入（千円） 33,550 89,352 146,598 67,977

44 44

218,868

売却単価（千円/㎡）

徳定　(郡山市田村町地区)

44 44 44

売却面積（㎡） 1,841 2,723 3,111 766 4,042 25,185

売却単価（千円/㎡） 44 44 44 44 48

土地売却収入（千円） 80,635 119,267 136,261 33,550 192,593 1,118,651

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

10,642 7,919 4,808 4,042 0



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

・土地区画整理事業の早期完了
・地区内の都市計画道路・区画道路の計画的な整備の推進
・計画的な仮換地指定の実施

　都市計画道路笹川大善寺線が開通したことに伴い、本市の交通体系は大幅な改善が図られた。今後、笹川大善寺線と平面交
差する都市計画道路安積永盛駅前線の早期度開通及び一級河川阿武隈川の築堤工事に関連する工事費・補償費を計上し、更
なる事業促進を図る。

保留地処分率を促進し自主財源の確保を図る。

　積極的に国費の獲得に努めるととに、保留地処分を推進し、更には公園予定地及び使用収益停止に伴い施行者管理地となった
土地の貸付を推進するなど、自主財源の確保に努める。

・委託料に関する事項：除草業務に要する費用は、計上開始からの平均額を計上する。
・職員給与費に関する事項：郡山市職員の給与に関する条例の改正履歴を基に上昇率を算出し、令和2年度の人件費に乗じて算
出・計上する。
・事務費に関する事項：物価の上昇があるが、事務費の予算計上額は減少傾向にあるため、過去10年の平均額と同額を計上す
る。ただし、直近3年間の予算計上状況と比較して乖離が生じている場合は、調整を行う。
・報酬に関する事項：令和2年度の開催回数と同数で予算を計上する。なお、審議会委員の選挙が行われる場合は、立会人等選
挙に要する金額を加算して計上する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進

企 業 債

優先事項を明確化し、それに必要な造成を行うが、損失補償等の支出を削減するよう事業の進捗を
図る。

保留地処分を促進し、事業の平準化を図りながら、一般会計繰入金の増加を招かないように事業
進捗を図る。

・広報誌及び市ホームページへの掲載
・現地への販売情報の看板設置
・近隣公共施設への販売情報広告の設置

・不動産鑑定士及び市内金融機関担当者における一般的な売買価格を基にした評価単価の設定
・一般競争入札による販売手法の導入

自主財源の確保に努め、繰入金額の削減を図る。

公園予定地、未売却保留地及び使用収益停止等の施行者管理地の貸し出しによる使用料収入の
確保

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

売 却 単 価 の 設 定

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料 算出方法については、過去の平均値に対して、今後の労務単価推移見込を乗じて算出する。

算出方法については、過去の平均値に対して、今後の人件費推移見込みを乗じて算出する。

算出方法については、今後の物価指数の上昇が見込まれるが、事務費の予算計上額について逓
減するように計上しているため、双方を考慮し過去の平均額を計上するものとする。

　本地区では、都市計画道路笹川大善寺線をはじめとする幹線道路の整備により、中心市街地と国
道49号を結ぶ交通体系を確立し、河川改修工事との連携により、計画地盤高を上げ、健全な市街
地の形成を図るものである。恒久的な人口減少や社会経済情勢の変化に的確に対応するため、事
業の財政負担のリスクを厳格かつ慎重に管理し、公営企業会計による収支を明確にして本事業を
実施していくことが必要である。

　本経営戦略は、ＰＤＣＡサイクルによる進捗状況等の評価・検証を行ったうえで、社会情勢等の変
化を踏まえて適宜修正を行っていく。具体的には、5年の期間が経過したら収支計画の見直しを行
い、経営戦略の改訂を行った際は、議会に報告するとともに、ホームページ上に公表し、速やかに
市民に対し周知を図る。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 48,530 56,319 93,667 89,458 146,694 74,475 218,947 80,717 119,352 136,349 72,365 192,687

（１） (B) 57 4 33,685 89,458 146,694 68,063 218,947 80,717 119,352 136,349 33,641 192,687

ア 33,550 89,352 146,598 67,977 218,868 80,635 119,267 136,261 33,550 192,593

イ (C)

ウ 57 4 135 106 96 86 79 82 85 88 91 94

（２） 48,473 56,315 59,982 6,412 38,724

ア 48,473 56,315 59,982 6,412 38,724

イ

２ (D) 48,530 56,319 93,667 71,590 84,885 74,475 74,082 70,128 74,000 67,272 72,365 70,624

（１） 46,137 53,893 90,268 68,439 81,586 71,106 70,672 66,703 70,574 63,829 69,172 67,742

ア 36,126 38,527 40,657 37,933 37,998 38,064 38,129 38,194 38,259 38,325 38,389 38,455

イ 10,011 15,366 49,611 30,506 43,588 33,042 32,543 28,509 32,315 25,504 30,783 29,287

（２） 2,393 2,426 3,399 3,151 3,299 3,369 3,410 3,425 3,426 3,443 3,193 2,882

ア 2,393 2,426 3,399 3,151 3,299 3,369 3,410 3,425 3,426 3,443 3,193 2,882

イ

３ (E) 17,868 61,809 144,865 10,589 45,352 69,077 122,063

1 (F) 407,503 880,714 880,709 748,291 635,622 640,409 634,481 653,225 581,415 476,878 669,372 881,794

（１） 32,300 341,100 331,200 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000 154,200

32,300 341,100 331,200 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000 154,200

（２） 283,740 216,114 172,509 463,291 350,622 355,409 349,481 368,225 255,817 476,878 669,372 881,794

（３）

（４）

（５） 35,957 243,500 287,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 171,398

（６） 55,506 80,000 90,000

（７）

２ (G) 407,503 880,714 880,709 766,159 697,431 640,409 779,346 663,814 626,767 545,955 669,372 1,003,857

（１） 397,786 862,282 858,725 719,841 634,600 564,400 688,164 564,797 519,670 430,918 548,598 875,403

172,112 295,723 453,825 465,996 418,985 349,643 352,521 364,185 313,564 270,935 268,648 774,323

225,674 566,559 404,900 253,845 215,615 214,757 335,643 200,612 206,106 159,983 279,950 101,080

（２） (H) 9,717 18,432 21,984 46,318 62,831 76,009 91,182 99,017 107,097 115,037 120,774 128,454

9,717 18,432 21,984 46,318 62,831 76,009 91,182 99,017 107,097 115,037 120,774 128,454

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 17,868 △ 61,809 △ 144,865 △ 10,589 △ 45,352 △ 69,077 △ 122,063

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

R12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R9年度 R10年度 R11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

R12年度本年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 57 4 33,685 89,458 146,694 68,063 218,947 80,717 119,352 136,349 33,641 192,687

（T)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

#DIV/0!

(Ｙ)

(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

48,473 56,315 59,982 6,412 38,724

48,473 56,315 59,982 6,412 38,724

283,740 216,114 172,509 463,291 350,622 355,409 349,481 368,225 255,817 476,878 669,372 881,794

283,740 216,114 172,509 463,291 350,622 355,409 349,481 368,225 255,817 476,878 669,372 881,794
332,213 272,429 232,491 463,291 350,622 361,821 349,481 368,225 255,817 476,878 708,096 881,794合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 R4年度 R5年度 R6年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

37 97

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

81 76 99 49 132 48収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 83 75

赤 字 比 率 （ ×100 ）

66 75

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)


